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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

3,195 3,195 活動指標の名称 目標値 1,192 1,192

1 総
教育に係る調査
研究

教育の現状と市民ニーズ
の把握

市民

定
例
定
型

教育に関する市民
ニーズがよく把握で
き、教育基本計画第
１次実施計画策定の
参考にした。

Ｃ 地域教育懇談
会の開催回数

１２回

業
務
計
画

未 高 高 中
現状維

持
なし

予算
なし

1
教育に係る調査
研究

　
教育の現状と市民
ニーズの把握

地域教育懇談
会開催回数

１２回 ９回
教育の現状と市民
ニーズの把握

地域教育懇談
会の開催回数

１２回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2 総
教育施策の総合
企画

教育委員会内の企画調整
や市長部局との調整

市長部
局・教
育委員
会職員

定
例
定
型

30

平成22年度に活用
した事業や23年度
に引き続き検討する
事業などが立案でき
た。

Ｃ 事業立案数 １０件 164 未 高 中 中
現状維

持
なし 維持

2
教育施策の総合
企画

重点施策に係る事業
の政策立案数

政策立案数 １０件 ３件 30
重点施策に係る事業
立案数

事業立案数 １０件 164
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

3 総
教育施策の総合
調整

教育委員会内の調整や市
長部局との調整

市長部
局・教
育委員
会職員

定
例
定
型

会議を開催し、情報
の共有を諮り、円滑
に業務を遂行した。

Ｃ

施策の調整に
関する会議の
開催
又は参加

随時 未 中 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

3
教育施策の総合
調整

教育推進部内会議の
開催

開催回数 ２４回 １５回
教育推進部内会議の
開催

開催回数 ２４回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

601 総
教育に係る基本
計画

茅ヶ崎市教育基本計画の
策定

教育委
員会職

員

政
策

茅ヶ崎市教育
基本計画の策
定（学校教
育）
茅ヶ崎市教育
基本計画の策

43
２２年度末に第１次
実施計画を策定し
た。

Ａ

601
教育に係る基本
計画

茅ヶ崎市教育基本計
画・実施計画の策定

実施計画策定
検討会議の開
催回数

１０回 １１回
（事業№4,5
へ引継）

601
教育に係る基本
計画

教育基本計画講演会
の開催

講演会開催回
数

１回 １回 43
（事業№4,5
へ引継）

601
教育に係る基本
計画

実施計画策定に伴う
関係個別プランとの
調整

調整期間
23年3月
まで

23年3月
まで

（事業№4,5
へ引継）

602 総
教育基本計画書
の調製

教育基本計画書を調製
し、市民・関係機関へ周
知する。

市民及
び教育
関係者

等

定
例
定
型

2,807
２２年度末に納品を
終了し、関係者へ配
布・周知を図った。

Ａ

602
教育基本計画書
の調製

教育基本計画書の調
製

調整時期
23年3月 23年3月 2,807

（事業№4,5
へ引継）

603 総
進行管理システ
ムの確立

教育基本計画の進行管理
に向けての評価組織につ
いて検討し、評価基準を
作成する。

保護者
及び教
育関係
者等

定
例
定
型

0

評価基準の案などを
作成し、２３年度で
も引き続き検討を
行っている。

Ａ

603
進行管理システ
ムの確立

総合評価基準・評価
組織のあり方の検討

方向性を出す
時期

22年10
月
23年3月

22年10
月
23年3月

0
（事業№4,5
へ引継）

4 総
教育基本計画
（政策・施策）
の進行管理

教育行政を効率的・効果
的に展開し、改善につな
げる。

保護者
及び教
育関係
者等

定
例
定
型

実施計画達成
度

７０％ 103 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

4
教育基本計画
（政策・施策）
の進行管理

（事業№601～603
から引継）

教育基本計画講演会
の開催

講演会開催回
数

１回 61
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

4
教育基本計画
（政策・施策）
の進行管理

（事業№601～603
から引継）

年次報告書様式の検
討

年次報告書様
式の検討

３月 42
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

教育政策課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

教育政策課

施策目標 教育理念を実現する政策を推進する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

3,195 3,195 活動指標の名称 目標値 1,192 1,192

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

教育政策課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

教育政策課

施策目標 教育理念を実現する政策を推進する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

5 総
教育基本計画
（事務事業）の
進行管理

教育基本計画の有効性・
効率性を担保する。

保護者
及び教
育関係
者等

定
例
定
型

評価、分析及
び改善の実施

１回 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

5
教育基本計画
（事務事業）の
進行管理

（事業№601～603
から引継）

年次報告書様式の検
討

年次報告書様
式の検討

３月
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6 総
教育施策の点
検・評価

説明責任の遂行及び教育
委員会活動の充実

全市民
政
策

60
適切に点検評価・公
表を行い、成果がで
ている。

Ａ 外部評価に附
する施策数

５施策 280

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

6
教育施策の点
検・評価

知見を活用した評価
の実施

知見を活用し
た評価に附す
る施策数

５施策

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6
教育施策の点
検・評価

教育委員会の事務の
評価と公表

評価結果の議
会への報告

９月 ９月 60
教育委員会の事務の
評価と公表

評価結果の議
会への報告

９月末 120

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

6
教育施策の点
検・評価

教育基本計画審議会
の開催

審議会委員の
決定

２月 160

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

6
教育施策の点
検・評価

点検評価の市民への
周知

周知回数 ６回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7 総 学校規模適正化 学校規模の適正化
児童・
生徒

定
例
定
型

学校規模の適
正化

0

汐見台小学校開校に
伴い、松浪及び緑が
浜小学校の規模適正
化が図れた。

Ａ
保護者・地域
との話合いの
回数

１０回 168

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

7 学校規模適正化
小学校・中学校の規
模の適正化等に関す
る報告書の作成

報告書の作成 １回 １回
小学校・中学校の規
模の適正化等に関す
る報告書の作成

報告書の作成
時期

３月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7 学校規模適正化
保護者・地域説明会
の開催

保護者・地域
説明会の開催
数

１０回 １１回 0
保護者・地域説明会
の開催

保護者・地域
説明会の開催
数

１０回 168

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

7 学校規模適正化
小中学校通学区域検
討会議の開催

通学区域検討
会議の開催回
数

５回 ０回
小中学校通学区域に
関する検討会議の開
催

通学区域に関
する検討会議
の開催回数

５回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7 学校規模適正化
香川小学校の規模適
正化

方向性の決定 ９月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7 学校規模適正化
学校規模適正化計画
の検討

学校規模適正
化計画の検討

３月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8 総
学齢児童・生徒
の推計

学齢児童・生徒の推計

未就学
児・児
童・生

徒

定
例
定
型

児童・生徒数推計を
作成することによ
り、学校規模適正化
に活用した。

Ａ 児童・生徒数
推計の実施

１回

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

8
学齢児童・生徒
の推計

児童・生徒数推計
児童・生徒数
推計時期

22年6月 22年6月 児童・生徒数推計
児童・生徒数
推計時期

23年6月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9 総
教育施設整備計
画の総合調整

教育施設改修等の中長期
整備計画の策定に関して
の総合調整

児童・
生徒・
市民

定
例
定
型

文化資料館の整備の
進ちょくを勘案しつ
つ、（仮称）小出第
２の活用について検
討をすすめた。

Ｃ 調整の必要が
ある施設数

２件 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

9
教育施設整備計
画の総合調整

（仮）小出第二小用
地活用に係る藤沢市
への状況報告

報告回数 ２回 １回
（仮）小出第二小用
地活用に係る藤沢市
への状況報告

報告回数 ２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

3,195 3,195 活動指標の名称 目標値 1,192 1,192

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

教育政策課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

教育政策課

施策目標 教育理念を実現する政策を推進する

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

9
教育施設整備計
画の総合調整

（仮）小出第二小用
地の活用策の調整

方向性の決定 ３月
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9
教育施設整備計
画の総合調整

文化資料館の整備手
法について公共施設
整備・再編計画との
調整

調整回数 ２回 ２回
文化資料館の整備に
ついての調整

調整時期 ９月
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

10 総
家庭教育応援プ
ログラムの作成

家庭教育支援に関するプ
ログラムを作成し、体系
的な施策の展開につなげ
る。

保護者
政
策

プログラムの
進行管理

プログラ
ムの作成

60

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

10
家庭教育応援プ
ログラムの作成

家庭教育応援プログ
ラムの作成

プログラムの
完成

１２月 60

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

11 総
教育委員会内共
通事務

教育委員会で使用する複
写機の保守管理を行う。

教育委
員会職

員

定
例
定
型

158
適正に複写機の管理
を行った。 Ａ 285 未 高 高 高

現状維
持

なし 維持

11
教育委員会内共
通事務

教育総務課から移管
された複写機の保守
管理

保守管理回数 月１回 月１回 158 複写機の保守管理 保守管理回数 月１回 285
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、被害を軽減し、応
急対策活動を課として迅
速的確に対処する。

全市民
等

888
災害応急対策活
動

部の災害応急対策活
動マニュアルの検証
及び見直し等（毎
年）

マニュアルの
検証及び見直
し

４月 ４月

部の災害応急対策活
動マニュアルの検証
及び見直し等（毎
年）

マニュアルの
検証及び見直
し

４月

888
災害応急対策活
動

災害時の災害対策活
動と部内・本部の連
絡調整の補助（災害
等発生時）

災害対策活動
分担業務

随時 随時

災害時の災害対策活
動と部内・本部の連
絡調整の補助（災害
等発生時）

災害対策活動
分担業務

随時

888 総 庁内共通事務 97 97 132 132

999 総 部内共通事務


